
3. 積送基準と手続的要件
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条件
– 直接運送されること

– 第三国を経由する場合には、当該第三国において
許容される作業は、積卸し及び産品を良好な状態に
保存するために必要なその他の作業のみ

日本

第三国

Ａ国
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積送基準を満たしていること
（＝運送の途上で「原産品」という資格を失っていないこと）



を 輸入申告時に提出すること
（関税法施行令第61条第4項、8項）

①原産地証明書

②運送要件証明書

• 課税価格の総額が20万円以下の貨物（少額特恵） 【ＥＰＡ、GSP】

…原産地証明書及び運送要件証明書の提出免除

• 税関長が物品の種類又は形状によりその原産地が明らかであると認めた
物品（明らか物品） 【GSP】 …原産地証明書の提出免除

【提出免除】

原則

例外

①通し船荷証券（通しB/L）の写し

②積替国の税関、官公署が発給した証明書

③税関長が適当と認めるもの

40

第三国を経由し
日本に運送され
た場合。

①～③のいず
れかを提出。

【提出猶予】

下記のいずれかの場合、原則として２か月以内で適当な期間、原産地証明書

の提出猶予の取扱いが可能 （関税法基本通達68-5-15, 16）

－災害その他やむを得ない理由がある場合

－輸入許可前引取（ＢＰ）を行なう場合

提出を免除する
のみ。

実際に満たして
いることは必
要！

※日スイス・日メキシコ・日ペルーＥＰＡ
については原産地申告制度もあり

※日オーストラリアＥＰＡについては
自己申告制度もあり

手続的要件（＝税関に対して原産地証明書及び（必要に応じ）
運送要件証明書を提出するなど、必要な手続を行うこと）



※日タイＥＰＡ
の場合
（Form JTEPA）

輸入貨物が特恵税率を適用
しようとする国の原産品であ
ることを証明した書類のこと。

原産地証明書とは

適用する特恵税率に適した
原産地証明書が必要

GSP→Form A
日タイEPA→Form JTEPA
日アセアンEPA→Form AＪ
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積込地(Loading)
マレーシア

取卸地(Discharge)
日本（東京）

荷受地が特恵適用国
（タイ）、積込地が第
三国（マレーシア）、
取卸地が日本である。

積送基準を満たし
ていることが証明
された！！

貨物が特恵適用国か
ら第三国を経由して
日本まで運送されるこ
とが保証されている。

荷受地(RECEIPT)
タイ

通しB/Lと認められる。

経路

タイ

↓（陸路）

マレーシア

↓（海路）

日本
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運送要件証明書
について

（日タイEPAの例）

第三国（マレーシア）を経由して
いるので通しB/Lが必要。



産品について特定できるよう十分詳細に記述された仕入書、納品書その他の
商業文書上に、認定輸出者が作成するもの。協定に規定する原産地証明の一
つであり、原産地証明書の提出は不要となる。

【原産地申告とは】

“The exporter of the products 
covered by this document (認定
輸出者の認定番号) declares that, 
except where otherwise clearly 
indicated, these products are of  
（産品の原産地(Switzerland)）
preferential origin.“

“The exporter of the goods 
covered by this document 
(認定輸出者の認定番号) 
declares that, except where 
otherwise clearly indicated, 
these goods are of  
Japan/Mexico preferential 
origin under Mexico-Japan 
EPA.”

“The exporter of the goods 
covered by this document (認定
輸出者の認定番号) declares that, 
except where otherwise clearly 
indicated, these goods are of      
（産品の原産地(Peru)）
preferential origin under  Peru-
Japan EPA.

(場所及び日付*)”

（* ）「場所及び日付」については、原産地
申告が記載された商業上の文書上に別
途記載がある場合は、省略可。

日スイスＥＰＡ 日メキシコＥＰＡ 日ペルー ＥＰＡ

※原則これらの文言通りに記載されていること。
英語で記載すること。手書きは不可。
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日オーストラリアＥＰＡ第3.17条の規定により、

のいずれかの文書が特恵待遇要求（＝日豪EPA税率での申告）の際に提出
する証拠書類。

または

日オーストラリアＥＰＡ上の原産地に関する証拠書類の種類

原産地証明書

原産地証明書
第三者証明制度によるもの
(※様式はACCI発給のものとAIG
発給のものの２種類あります)

原産品申告書

原産品申告書
自己申告制度によるもの
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原産品であることを
明らかにする書類

関係書
類(契約

書、総
部品表
等)

原産品
申告
明細書+

【日豪ＥＰＡの自己申告制度】



関係書類

(契約書、
価格表等)

 通常の輸入申告書類に加え、原則として、原産品申告書及び原産品であることを明らかにする書類
の提出が必要。

 NACCSを利用して電子的に提出が可能（原産品申告書及び原産品であることを明らかにする書類
の原本の提出は不要）。

 原産品申告書及び原産品であることを明らかにする書類を提出する際に使用する書面については、
税関様式として定める。

※輸入申告（EPA税率の要求）書類のイメージ

原産品
申告書

原産品申告
明細書

+輸入（納税）
申告書

インボイス
パッキングリ
スト

船荷証券
（B/L）

原産品であることを明らか
にする書類
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【自己申告制度の具体的な輸入申告方法】

詳細は、日豪EPA「自己申告制度」利用の手引き 参照
(http://www.customs.go.jp/news/news/jikoshinkoku/riyou.pdf) 
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②原産地規則ポータル中「原産地証明手続」
をクリックします。

①税関ホームページ（http://www.customs.go.jp/）トッ
プページから下にスクロールし、「ピックアップ」中

「原産地規則ポータル」をクリックします。

（ピックアップ中）

原産地規則ポータル

（下にスクロール）

③下にスクロールすると、
「自己申告制度利用の手引き」を確認できます。

（下にスクロール）

「自己申告制度利用の手引き」はこちらから確認できます



税関HPには、「不備のある
（EPA/GSP）原産地証明書等
の取扱い」が掲載されていま
す。
ご不明な点があれば、資料
を添えて原産地調査官部門
にご相談ください。

記載事項漏れなどの不備が
ないことが原則です。次回に
同様の輸入申告がある場合
には、訂正をお願いします。
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ベトナムから冷凍エビを輸入する。
HS 0306.17で申告予定（適用税番）。
取得した日ベトナム協定原産地証明書を確認したところ、
HS番号が1605.29と記載され（記載税番） ており、適用税番と相違していた。
理由を確認したところ、当該貨物は打ち粉をしたエビであり現地では調製品として16
類と記載されたが、粉付きが不十分なものとして03類で申告することとなったため。
品名、重量等その他記載事項に不備はない。
有効な原産地証明書として認められるか。

HS番号が相違
（申告HS 0306.17）

(例）記載HS番号が適用HS番号と相違する場合（日ベトナム協定）
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HS番号の相違は原則無効であるが、輸入者が資料に基づいて原産品で
あることを明らかにできる場合は有効と取り扱う。

→特恵符号（CTC）から品目別規則を満たす産品であることがわかる。
→資料（文書による事前教示、材料表等）からHS 0306.17の品目別規則
を満たしていることを証明できれば、原産品であることを明らかにできる。

CTC：品目別規則を満たす産品

HS番号が相違
（申告HS 0306.17）
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(例）記載HS番号が適用HS番号と相違する場合（日ベトナム協定）



原産地証明書に記載される原産地基準の記号

ア
セ
ア
ン
包
括

イ
ン
ド

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

オ
ー

ス

ト

ラ

リ

ア

タ
イ

チ
リ

フ

ィ
リ
ピ
ン

ブ
ル
ネ
イ

ベ
ト
ナ
ム

ペ
ル
ー

マ
レ
ー

シ
ア

メ
キ
シ
コ

モ
ン
ゴ
ル

一
般
特
恵

WO A A WO WO A A A WO （a） A A A P

PE B B PE PE B B B PE （b） B B B W+HS4桁

HSコード４桁変更 CTH B － － － － － － CTH － － － － W+HS4桁

付加価値基準 RVC B － － － － － － LVC － － － － －

関税分類変更基準 CTC B C PSR PS C C C CTC （ｃ） C C C W+HS4桁

付加価値基準 RVC B C PSR PS C C C LVC （ｃ） C C C W+HS4桁

加工工程基準 SP B C PSR PS C C C SP （ｃ） C C C W+HS4桁

－ － － － － D － － － － －
D

TPL
－ －

ACU ACU ACU － ACU ACU ACU ACU ACU － ACU ACU ACU －

DMI DMI DMI － DMI DMI DMI DMI DMI － DMI DMI DMI －

－ FGM FGM － － FGM FGM FGM IIM － FGM FGM － －

その他
（D:各協定の条文を満たす産品、TPL：繊維製

品に係る「適性証明書」が必要）

適用する
場合記載

累積

僅少の非原産材料

代替性のある産品及び材料

協定名

完全生産品

原産材料からなる産品

実質的変
更基準を
満たす産

品

一般ルールを
満たす産品

品目別規則を
満たす産品

※1 日インドＥＰＡの一般ルールはＨＳ６桁変更 ※2 記載は必要だが、記号は定められていない

（注）日シンガポールＥＰＡ、日スイスＥＰＡの各原産地証明書には記載されない。

※1

※2

※2

※2

参考
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材料 HS CODE 原産国

エビ ベトナム

打ち粉 ベトナム

食塩 25.01 タイ

調味料 21.03 タイ

ZEIKAN SHOJI CO.,LTD
FROZEN SHRIMP
＜材料一覧＞

日ベトナム協定 03類品目別規則：
CC（他の類の材料からの変更）

非原産材料（ベトナム以外の材料）は
3類以外であればよい！

当該エビはベトナムの原産品と認めら
れるため、原産地証明書のHS番号が
相違していても、特恵適用が可能！！

非原産材料は全て3類以外であり、
品目別規則を満たす。

（材料表を用いて明らかにした例）
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（注意）上記は一例であり説明の都合上簡易化したものである。どのような資料を用い、どの程度の情報の記載を要
するかは個別判断となるが、原則全ての材料について、品目別規則を満たしていることを明らかにする必要がある。
また品目別規則に抵触する可能性が高い材料は、HS番号や原産国等について判断の参考となる記載が必要とな
ることもある。なお、文書による原産地に関する事前教示を取得している貨物であれば追加資料は要さず、原産品
であることを明らかにしたものと認められる。

(例）記載HS番号が適用HS番号と相違する場合（日ベトナム協定）


